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１. 16年  3月期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額の表示　百万円未満切捨て）

　　　 売    上    高 　　　　営  業  利  益 　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 967,056 △ 4.2 99,585 △ 21.6 63,863 △ 6.5
15年  3月期 1,009,278 △ 1.2 126,954 7.1 68,338 7.3

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

株  主  資  本
当期純利益率

総   資   本
経常利益率

売   上   高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 42,887 △ 2.8 116.63 － 6.9 2.3 6.6
15年  3月期 44,128 △ 5.0 119.30 － 7.4 2.4 6.8
(注)①持分法投資損益 16年  3月期            1,909 百万円          15年  3月期            1,202 百万円
     ②期中平均株式数（連結）　    16年  3月期   　　 　365,674,529 株　　　　 15年  3月期  　　　　367,934,515 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 2,712,376 629,604 23.2 1,728.06
15年  3月期 2,815,188 606,833 21.6 1,656.07
(注)期末発行済株式数（連結）　16年  3月期   364,202,143 株　　　15年  3月期   366,429,545 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　　財務活動による  現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー  期   　末   　残   　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  3月期 226,478 △ 93,643 △ 133,349 23,705
15年  3月期 269,543 △ 122,874 △ 143,376 24,224

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  24　社     持分法適用非連結子会社数  11　社     持分法適用関連会社数　10　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結 （新規）　4　社  （除外）　1　社　     持分法 （新規）　2　社  （除外）　－　社

２. 17年  3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

億円 億円 億円

中 間 期 4,800 390 230
通　　 期 9,800 750 460
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）          126円 30銭

  上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、13ページを参照してください。

－１－



－２－ 

 
 
 

企 業 集 団 の 状 況  
 
〔事業の内容〕 
  当社グループは，当社及び子会社３５社，関連会社２０社の計５６社で構成されています。 

  事業内容は，当社と関連会社２社による電気事業及びその他の事業です。その他の事業におい 

 ては，電気事業に関連した事業や当社経営資源を活用した事業を行っています。 

 当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりです。 

 

◯電気事業 ［当社及び関連会社２社，計３社］ 

   当社において，中国地域を主なサービス区域として発・送・配電の一貫体制により一般電気事 

  業を営んでおります。 

   自社発電設備による発電のほか，グループ内の発電事業会社２社（福山共同火力㈱，水島共同 

  火力㈱）から一部電気の供給を受けています。 

 

◯その他の事業 

 （資機材の製造販売） ［子会社７社，関連会社７社，計１４社］ 

   中国計器工業㈱などの子会社７社及び中国高圧コンクリート工業㈱などの関連会社７社が電気 

計器，変圧器，コンクリートポールなど，当社への資機材の製造販売を行っています。 

 （工事請負） ［子会社６社，関連会社３社，計９社］ 

   中電工業㈱などの子会社６社及び㈱中電工などの関連会社３社が，当社の電力設備建設工事， 

修繕工事の調査，設計および施工を行っています。 

 （電気通信・情報処理） ［子会社５社，関連会社２社，計７社］ 

   ㈱エネルギア・コミュニケーションズなどの子会社５社及び㈱広島シティケーブルテレビなど 

の関連会社２社が，光ファイバー等によるインターネット接続サービス，専用回線サービスなど 

の電気通信事業等を行っています。 

 （その他） ［子会社１７社，関連会社６社，計２３社］ 

   中国企業㈱などの子会社４社が，ビル，土地等の管理や火力発電所諸装置の運転等の受託，事 

務用機器等のリースなど，当社設備の維持管理等を行っています。㈱中電アクセスが，電気温水 

器の販売や当社営業・配電業務の受託を行っています。産興㈱などの子会社２社と関連会社２社 

が，印刷及び一般広告の請負等の業務を行っています。 

また，事業の多角化を目指し，㈱エネルギア・ビジネスサービスなどの子会社７社と関連会社 

１社が，ビジネス・生活支援事業を，㈱エネルギア・ソリューション・アンド・サービスなどの 

子会社２社と関連会社２社が，総合エネルギー供給事業を行うとともに，㈱エネルギア・エコ・ 

マテリアと関連会社１社が，環境調和創生事業を行っています。 



〔事業系統図〕 
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〔その他の事業〕 

（その他） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             他２社 

は連結子会社，    は持分法適用関連会社，   は持分法適用非連結子会社 

（電気通信・情報処理） 

 

 

 

 

 

 

             他１社 

〔電気事業〕 

（資機材の製造販売） 

 

 

 

 

 

 

 

             他５社 

中 国 電 力 ㈱ 

(注) 当期において，新たに当社グループに加えた会社（◎）  
㈱エネルギア・エコ・マテリア（平成 15年4月1 日設立），㈱エネルギア・ニューテック（平成15年7月1 日設立）， 
㈱エネルギア介護サービス（平成 15年4月1 日設立），㈱エネルギア人材ソリューション（平成 16年3月3 日設立）， 

   ㈱広島シティケーブルテレビ（平成 15年12 月19日関連会社となる） 
*1 ㈱電設コーテックは，平成 16年2月5日，中電工業㈱の子会社となる。なお，平成 16年4月1日中電工業㈱と合併。
*2 ㈱中電ビジネスサービスは，平成15 年 6 月 19 日，㈱エネルギア・ビジネスサービスに商号変更した。 
*3 中国情報システムサービス㈱と中国通信ネットワーク㈱は，平成 15 年 7 月 1 日，中国情報システムサービス㈱を
存続会社として合併し，㈱エネルギア・コミュニケーションズに商号変更した。 
*4 ㈱中電アクセスと㈱中電ライフは，平成 16 年 7 月 1 日をもって合併の予定。 

中 国 計 器 工 業 ㈱
中 国 電 機 製 造 ㈱
㈱ 小 月 製 鋼 所
㈱ 中 電 ラ イ フ
テ ン パ ー ル 工 業 ㈱

㈱ ト レ ー ド テ ン パ ー ル
ベトナムテンパール工業有限責任会社

中国高圧コンクリート工業㈱
イ ー ム ル 工 業 ㈱

㈱エネルギア・コミュニケーションズ

中国ネットワークサービス㈱
㈱アーバンインターネット
㈱ 中 国 デ ー タ サ ー ビ ス
㈱ デ ジ タ ル ネ ッ ト 中 国

福 山 共 同 火 力 ㈱

◎㈱広島シティケーブルテレビ

*3 

*4 

（工事請負） 

 

 

 

 

 

 

             他２社 

水 島 共 同 火 力 ㈱

中 電 工 業 ㈱
中 電 プ ラ ン ト ㈱
中 電 技 術 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ ㈱
◎㈱エネルギア・ニューテック

㈱ 中 電 工

㈱ 電 設 コ ー テ ッ ク
日 電 工 業 ㈱

中 国 企 業 ㈱
中 電 環 境 テ ク ノ ス ㈱
㈱エネルギア・ビジネスサービス
㈱ エ ネ ル ギ ア 不 動 産
◎㈱エネルギア・エコ・マテリア
㈱ 中 電 ア ク セ ス
㈱パワー・エンジニアリング 
・アンド・トレーニングサービス
㈱エネルギア・ロジスティックス
㈱国際規格審査センター
㈱エネルギア・ソリューション
     ・アンド・サービス
産  興 ㈱
ハウスプラス中国住宅保証㈱
◎㈱エネルギア介護サービス
◎㈱ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｱ人材ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

㈱ 福 利 厚 生 倶 楽 部 中 国
水 島 エ ル エ ヌ ジ ー ㈱
水島エルエヌジー販売㈱
Ｂ＆Ｅアライド・テクノリサーチ㈱

中 企 サ ー ビ ス ㈱
中国レコードマネジメント㈱
㈱ ひ ろ し ま タ ウ ン 情 報

*1 

*2 

*4 



経 営 方 針 

 電気事業を中核とする当社グループを取り巻く経営環境は，電力自由化範囲の拡大により，
平成１６年４月から契約電力５００ｋＷ以上のお客さまが自由化対象となり，さらに平成 

１７年４月からは自由化対象が５０ｋＷ以上のお客さまにまで拡大されることから，価格・
サービス競争は一段と激しくなることが予想されます。こうした競争を勝ち抜いていくため
には，あらゆる分野で効率化を徹底し，一層の価格競争力強化に努めるとともに，当社グル

ープ一体となって，お客さまのご要望にお応えできるサービスを提供していくことが必要で
す。 
また，公正・透明な事業運営の徹底や，安定供給・地球環境問題への対応といった公益的

課題に着実に取り組むことにより，株主・投資家のみなさま，お客さま，地域社会からの信
頼を確固たるものにし，選択される企業グループであり続けなければなりません。 
 このような観点から，引き続き株主・投資家のみなさま，お客さまのご期待にお応えする

べく，当社グループの総合力を発揮して，競争に勝ち抜く強靭な企業体質を構築していきま
す。 

 
１．「中国電力グループ（呼称：エネルギア・グループ）経営の基本的考え方」 

（１）中国電力グループを取り巻く経営環境認識 

○ 電気事業における競争の加速化，原子力開発投資の本格化に伴う多額のキャッシュアウト
や炭素税導入の動きなど経営上のリスクが存在。 
○ 効率化の進展により新たに活用可能な経営資源が産み出されるなか，規制緩和の進展に伴
いビジネスチャンスが拡大。 
○ グループ会社の取扱い商品・サービスの競争力低下，グループ会社間で事業の重複。 
○ 業績に対する評価が，単体から連結重視へと転換。 

（２）中国電力グループ経営の基本コンセプト 
 
○ お客さまに信頼され，中国電力グループから少しでも多くの商品・サービスを購入して 
  （お客さまから選択して）いただくことが基本。 
○ このため，お客さまのご要望を実現することが不可欠であるとの認識にたち，良質で安 
  心できる商品・サービスを納得いただける価格でトータル・ソリューションとして提供。 
 
 ［目指すもの］ 
○ 魅力あふれる商品・サービスを提供することにより，お客さまから「なくてはならない」 
  と思っていただける企業グループを目指す。 
○ 引き続き地域経済の中核として地域活性化に貢献するとともに，株主価値を増大。 
○ グループの雇用安定を図りつつ，人材のレベルアップと技術継承，職場活力の向上。 

 
〔具体的取り組み事項〕 

 ○ トータルソリューション事業の展開 

   ［共通スローガン］ 

 

 ○ グループ経営資源の効果的活用 

マイ ベスト チョイス，エネルギア（ＭＹ ＢＥＳＴ ＣＨＯＩＣＥ，ＥｎｅｒＧｉａ） 
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２．経営方針［中国電力単独］ 

 当社は，公正な競争を通じて利益を創出する経済主体であると同時に，地域社会の一員と

しての役割を果たすことを求められています。 

 将来にわたり事業活動を継続・強固なものとするとともに，地域社会の発展に貢献してい

くとの観点から「中国電力グループ経営の基本的考え方」に基づき，グループ一体となって，

お客さまの声を必ずや実施するというマーチャントスピリットを発揮することによりお客さ

ま本位の事業運営を徹底し，以下の３つの経営課題に着実に取り組んでいきます。 

〔課題と取り組み方針〕 

（１）継続的な利益の創出 

  ① お客さま志向の徹底による競争力強化 

  ② グループ会社一体となった経営力の強化 

（２）お客さま，株主・投資家の皆さま，地域社会等からの信頼の獲得 

 ① 公正，透明な事業運営の徹底 

 ② 公益的課題の達成 

（３）人材の活性化と業務改革の実践 

３．経営（数値）目標 

 中国電力グループは，競争に勝ち抜いていくために，次の経営（数値）目標を設定し，価

格競争力の強化や財務体質の改善など，強靭な企業体質の構築に取り組んでいきます。  

○ 中国電力グループ経営目標 

       グループ経営目標（中国電力を除くグループ企業全体目標）  （平成１３年１月策定） 

  グループ各企業は，下記の類型別経営目標に沿って自ら経営目標を具体的に設定し，その目標
達成に向かって諸施策を展開するとともに，株式上場ができる企業体質と収益力を目指します。 

類  型 経営目標（平成１７年度末） 

連結子会社 全体でグループ外売上を平成１１年度（400 億円）の１.５倍（600

億円）に拡大 

持分法適用会社 

非連結子会社 

持分法非適用会社 

 

グループ外売上の拡大と経営効率化による利益の確保・拡大 

新規設立会社 設立後３年で単年度黒字，５年で累積損失の解消 

－５－ 



  

 

 グループ経営目標（中国電力を含む連結ベース目標） （平成１５年５月策定）  

 中国電力グループとしての総合的な収益性，効率性，健全性の向上の観点から，平成１５

年度から平成１７年度にかけて達成する連結ベースの数値目標を設定しています。 

 

    ○ 株主資本比率目標    ：平成１７年度末  ２６％程度 

    ○ ＲＯＡ目標       ：平成１５年度から１７年度の３か年平均 

     (総資産税引後営業利益率) ３％程度 

    ○ 経常利益目標      ：平成１５年度から１７年度の３か年平均 

                   ７２０億円／年以上 

    ○ ﾌﾘｰ・ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ目標   ：平成１５年度から１７年度の３か年平均 

                  ９５０億円／年以上 

○ 中国電力（単独）経営目標（平成１３年１１月策定） 

 将来の事業環境の変化を踏まえ，業績の向上と財務体質の改善を図り，経営基盤を強固な

ものとするため，平成１４年度から平成１６年度にかけて達成する数値目標を設定していま

す。 

   ○ 株主資本比率目標    ：平成１６年度末  ２３％程度 

    ○ ＲＯＥ目標       ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 

      (株主資本当期純利益率)  ８％程度 

    ○ ＲＯＡ目標       ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 

      (総資産税引後営業利益率) ３％程度 

    ○ 経常利益目標      ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 

                   ７００億円／年以上 

    ○ ﾌﾘｰ・ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ目標   ：平成１４年度から１６年度の３か年平均 

                   １,１００億円／年以上 

    

４．利益配分に関する基本方針 

 当社は，業績の向上を図り，株主の皆さまに対して，安定配当の継続を基本としていくと

ともに，財務体質改善などの経営基盤の強化に活用することを基本にしていきます。 
 

       

－６－ 



 

 

５．事業等のリスク 

以下において，当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主要な

リスクについて記載しています。当社グループは，これらのリスク発生の可能性を認識した上

で，発生の回避及び発生した場合の対応に努めてまいります。 

なお，文中における将来に関する事項は，平成１６年３月期決算発表日現在において当社グ

ループが判断したものです。 

 

（１）電気事業の制度改革 

平成１４年６月に成立したエネルギー政策基本法の趣旨を踏まえ，安定供給の確保，環境

への適合を図りつつ，電力供給に関する需要家選択肢の拡大を図ること等を目的に，電気事

業法が改正（平成１５年６月成立，平成１７年４月施行）され，新制度が実施されます。さ

らに２年後の平成１９年４月を目途に，新制度の評価を踏まえ全面自由化に係る検討が開始

される予定です。 

小売自由化範囲については，既に本年４月から契約電力５００ｋＷ以上の高圧受電のお客

さまが新たに対象となりましたが，さらに来年４月には契約電力５０ｋＷ以上の高圧受電の

お客さままで拡大されます。また，これと同時に卸電力取引所の開設，供給区域をまたいで

送電するごとに課金される振替供給料金の廃止等の措置も行われることになっており，価

格・サービス競争は一段と激しくなることが予想されます。 

電力自由化の中での原子力発電のあり方については，原子力発電の長期安定運転確保のた

めの環境整備を図る方向性が示されています。特にバックエンド事業については，事業の長

期性，不確定性，ならびに費用が発電時から遅れて発生するという特異性に鑑み，事業全般

にわたるコスト構造，原子力発電全体の収益性等に関する分析・評価の結果を踏まえ，官民

の役割分担のあり方，既存制度との整合性を整理の上，平成１６年末までに具体的な制度・

措置のあり方について検討が行われることとなっています。 

このような電力自由化に伴う制度改革の進展状況や競争激化など，当社グループを取り巻

く環境変化により，当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

   

（２）業務範囲の拡大 

当社グループは，法令その他の条件の許す範囲内で，電気事業以外の分野（「総合エネル

ギー供給事業」「情報通信事業」「環境調和創生事業」「ビジネス・生活支援事業」）に業務範

囲を広げています。業務範囲の拡大により，新たな利益が期待できる反面，損失が発生する

リスクも伴います。業務範囲の拡大が当社グループの予想通りに進展しない場合，または熾

烈な競争により当該業務の収益性が悪化した場合，当社グループの業績は影響を受ける可能

性があります。 

 

（３）電力供給区域の経済状況 

電気事業においては，中国地方５県を中心とする地域が主要な供給区域であり，販売電力

量は地域における生産活動等の景気動向の影響を受けるため，供給区域の経済状況により，
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当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

（４）天候の状況 

電気事業における販売電力量は冷暖房需要の影響を受けるため，供給区域における気温の

状況により，当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

出水率の低下は水力発電比率の低下による原料費増加要因となるため，水源地域における

降水量の状況により，当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

（５）燃料価格の変動 

電気事業における主要な火力燃料は石炭，ＬＮＧ，重・原油であるため，石炭価格，ＬＮ

Ｇ価格，重・原油価格等の燃料価格および外国為替相場の変動により，当社グループの業績

は影響を受ける可能性があります。ただし，バランスのとれた電源構成を目指すこと等によ

って燃料価格変動リスクの分散に努めているほか，燃料価格および外国為替相場の変動を電

気料金へ反映させる「燃料費調整制度」の適用により，業績への影響は限定的と考えられま

す。 

  

（６）市場金利の変動および当社格付の低下 

当社グループは，多額の有利子負債を有しているため，市場金利の変動により，当社グル

ープの業績は影響を受ける可能性があります。ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で

調達した長期借入金，社債の長期資金であるため，市場金利の変動による業績への影響は限

定的と考えられます。 

格付機関が当社の格付を引き下げた場合，当社グループの調達金利が上昇し，当社グルー

プの業績は影響を受ける可能性があります。 

    

（７）退職給付費用・債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は，割引率等数理計算上で設定される前提条

件や年金資産の期待収益率に基づいて算出されています。割引率の低下や運用利回りの悪化

により，当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。  

 

（８）災害・トラブルの発生 

電気事業を中心とする当社グループは，電力供給設備を始め多くの設備を保有しています。

地震，台風等の自然災害やテロ等不法行為による災害の発生，その他の理由によるトラブル

の発生により，設備の復旧に係る費用の増加等が発生し，当社グループの業績は影響を受け

る可能性があります。 
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６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は，監査役制度を基軸としたガバナンス体制を構築していますが，企業としての信頼

を確立し持続的に価値を創造していくことで企業の社会的責任を果たしていくためには，そ

れを支えるガバナンス体制の構築が重要な経営課題であるとの認識のもと，今後のグループ

経営強化の取り組みに合わせ，コーポレート・ガバナンスの一層の充実をはかっていきます。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定，執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガ
バナンス体制の状況 

  当社は，電力自由化時代に対応した経営基盤の強化を目指し，事業分野別の組織編成に

よる事業の強化および市場への的確かつスピーディーな対応をねらいとした３事業本部体

制を採用し，各組織の役割，責任および権限を明確化した事業運営体制を構築しています。 
そのうえで，企業統治の実効性を確保するために，意思決定機能と監督・監査機能のバ

ランスに配慮したガバナンス体制を構築しており，その概要は次のとおりです。 

○ 電気事業を中心とした事業運営を考慮し，経営の意思決定と業務執行を一体的に行 
  う体制としています。現在，取締役会を毎月１回，経営会議（構成員は代表取締役）
を毎週１～２回開催しており，適宜十分な議論，適切な意思決定が行われています。  
  また，従来から社外取締役１名を選任しており，経営（意思決定・監督）の面で客 
   観性・透明性を考慮したガバナンス体制としています。 
○ 社長の指揮命令外の組織として，監査役の職務を補佐する組織（監査役室）を会社 
発足当初から設置し，専従のスタッフを配置するとともに，監査役の強化に関する 
商法改正（平成１４年５月施行）も先取りして，社外監査役を半数以上化（平成 

   １０年６月以降，社外：３名，社内３名）するなど，監査役体制の強化を図ってい 
   ます。 
   これ以外にも，内部管理体制の適切性・有効性を検証し，改善提言を行う内部監査 
部門（考査部）の機能充実や，会計監査人・弁護士等を活用した第三者的立場からの

チェック機能の強化など，監査・チェック機能の強化に向けた取り組みを積極的に実

施しています。 
○ 重大な経営リスクへの対応に関する総合的検討を行うため，リスク戦略会議（議長： 
社長）を月 1回開催しています。 

 

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係，資本的関係，又は取引関係その他
の利害関係の概要 

社外取締役及び社外監査役と当社との間には，特別な人的関係，資本的関係または取引

関係その他の利害関係はありません。 
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③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状
況 

当年度においては，取締役会を１２回，経営会議を４４回開催し，重要な業務執行の決

定，経営上の重要な事項に関する審議を行いました。 
また，経営上の重要課題への対応を強化するため，次の委員会の設置および規程の制定

等を行いました。 

○ 平成１５年４月に，経営トップから社員一人ひとりに至るまで，遵法精神と倫理観
をもって行動していくことを基本にコンプライアンスのより一層の推進を図るため，

企業行動規範および社員行動規範からなる「中国電力企業倫理綱領」の策定および

社外有識者（当社と利害関係のない弁護士等）をメンバーに含む「企業倫理委員会」

（委員長：会長）の設置を行いました。また，コンプライアンス推進の取り組みに

関する基本的事項を定めた「コンプライアンス規程」を制定し，業務遂行の公正さ

の確保に取り組んでいます。 

○ 平成１５年６月に，リスク戦略会議のもとで全社のリスク管理体制を一層強化する
ため，経営企画室にリスク管理専任組織を設置しました。また，経済的なリスクの

管理および経済的リスクの軽減・回避を目的に行うデリバティブ取引の管理に関す

る基本的事項を定めた「リスク管理規程」を制定し，経営目標の着実な達成に向け，

損益基盤及び資産・負債構造の安定化を図っています。 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

 

 １．経営成績 
 

 （１）当期の業績 

  ①連結業績 

     当期の売上高は，電気事業が９，０６４億円，その他の事業を合わせると９，６７０億円とな

り，前期に比べ４２２億円の減収となりました。 

     経常利益は，６３８億円となり，前期に比べ４４億円の減益となりました。 

     渇水準備金引当・法人税等控除後の当期純利益は，４２８億円となり，前期に比べ１２億円の

減少となりました。 

 

  ②個別業績 

   販 売 電 力 量 

 当期の販売電力量は，電灯などの生活関連用需要が，記録的冷夏や暖冬の影響などで前期を下

回ったことなどにより，５５４億ｋＷｈと前期に比べ０.７％の減少となりました。 

 

   経 常 収 益 

     料金収入は，平成１４年１０月から実施した電気料金引下げの影響に加え，販売電力量の減少

などにより，前期に比べ３５７億円減の８，５３８億円となりました。 

     これに電力会社間の電力融通等を加えた営業収益では９，１２８億円となり，前期に比べ 

    ５２６億円の減収となりました。 

     経常収益は９，２１８億円となり，前期に比べ５００億円の減少となりました。 

 

   経 常 費 用 

 円高や出水増などによる原料費の減少に加え，減価償却費や支払利息など資本費の減少をはじ

め経営全般にわたる効率化に努めた結果，経常費用は８，６０６億円と前期に比べ４４４億円の

減少となりました。 

 

     以上の結果，経常利益は，６１１億円と前期に比べ５５億円の減益となり，渇水準備金引当・法

人税等控除後の当期純利益は，３９５億円となりました。 

     当期の配当につきましては，期末配当金を１株につき２５円とし，昨年１２月支払の中間配当  

    金２５円と合わせて５０円とすることとしました。 
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販売及び生産の状況（電気事業）

販売の状況

 販売電力量 （単位：百万kWh）

当  期 前　期 増　減 対前期比
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ A/B (%)

 16,667      16,850      183 △        98.9        

 
21,988      22,207      219 △        99.0        

 
38,655      39,057      402 △        99.0        

特　定　規　模　需　要 16,779      16,790      11 △         99.9        

合　　　　計 55,434      55,847      413 △        99.3        

生産の状況

 発受電電力量 （単位：百万kWh）

当　期 前　期 増　減 対前期比
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ A/B (%)

(出水率％） 105.9)   (   79.0)   (    26.9)   (      

水　　　　　　　力 4,008       3,025       983           132.5       

火　　　　　　　力 31,978      31,324      654           102.1       

(設備利用率％） 68.5)   (    95.7)   (    27.2)   ( △   

原　　  子 　 　力 7,705       10,736      3,031 △      71.8        

自　社  計 43,691      45,085      1,394 △      96.9        

他   社   受   電 22,285      22,560      275 △        98.8        

融　　　　　　　通 3,961 △    5,261 △    1,300         75.3        

揚   水   動   力 926 △      813 △      113 △        113.9       

合　　　　計 61,089      61,571      482 △        99.2        

損　　　　　　　失 5,655 △    5,724 △    69            98.8        

(総合損失率％） 9.3)   (     9.3)   (     （　　0.0）

販  売  電  力  量　　　 55,434      55,847      413 △        99.3        

項　　　　　　目

 
 
 特定規模
 
 需要以外
 
 の需要

項　　　　　　目

　 電　　灯

 　電　　力

　 小　　計
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 （２）次期の業績見通し 

     業績見通しは，連結業績の大部分を占める電気事業において，販売電力量の増加が見込まれるこ

となどにより売上高が増収となる見込みであることに加え，経営全般にわたる効率化によるコスト

削減に努めることにより，経常利益は７５０億円程度，当期純利益は４６０億円程度とともに増益

を見込んでいます。  

    

    ①連結業績見通し 

売   上   高 ９，８００億円程度 

経 常 利 益  ７５０億円程度 

当  期  純  利  益 ４６０億円程度 

    

    ②個別業績見通し 

売   上   高 ９，２００億円程度 

経 常 利 益  ７４０億円程度 

当  期  純  利  益 ４８０億円程度 

     

      ○前提となる主要諸元 

販 売 電 力 量  ５６０億ｋＷｈ程度 

 為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） １１０円／＄程度 

 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格  ３０＄／ｂ程度 
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２．財政状態 

 （１）キャッシュ・フローの状況   

 当社及び連結子会社は，グループ一体となった営業活動を推進することにより収益機会を拡大し，

継続的な利益の創出による財務体質の改善を進め，長期的な競争力の強化に努めています。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては，経営全般にわたる効率化に努めたものの，

平成１４年１０月から実施した電気料金の引下げ，販売電力量の減少等により，前期に比べ４３０

億円減少（前期比 16.0%減）の２，２６４億円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては，設備投資の一層の効率化等により，前期に

比べ２９２億円減少（前期比 23.8%減）の９３６億円の支出となりました。 

 財務活動におきましては，創出されたキャッシュ・フローを配当金の支払や社債の償還・借入金

の返済等に充当し，１，３３３億円の支出（前期比 7.0％減）となりました。 

 以上の結果，当期末の現金及び現金同等物残高は，前期末に比べ５億円減少し，２３７億円（前

期比 2.1%減）となりました。 

 なお，当期末における総資産の残高は２兆７，１２３億円，有利子負債残高は１兆７，２８２億

円となりました。 

 （２）キャッシュ・フロー指標のトレンド   

 平成 12 年 
 3 月期 

平成 13 年 
 3 月期 

平成 14 年 
 3 月期 

平成 15 年 
 3 月期 

平成 16 年 
 3 月期 

株主資本比率（％） 18.3 19.5 20.9 21.6 23.2 

時価ベースの株主資本比率（％） 15.9 21.4 22.5 23.9 25.0 

債務償還年数（年） 7.5 7.9 7.5 6.8 7.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 3.3 3.8 4.8 4.6 5.8 

（注）株主資本比率           ：株主資本／総資産 

   時価ベースの株主資本比率     ：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

   ※ 各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ※ 株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 

   ※ 営業キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている

負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また，利払いにつ

いては，連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 



       （単位：百万円）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 ， 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

科　　目

当連結会計年度

平成16年3月31日

現  在

前連結会計年度

平成15年3月31日

現　在

増　減 科　　目

当連結会計年度

平成16年3月31日

現  在

前連結会計年度

平成15年3月31日

現　在

増　減

( 資産の部 ) ( 負債の部 )

固　定　資　産 2,583,722     2,678,583     94,861  △   固　定　負　債 1,657,401     1,679,327     21,926  △   
 電気事業固定資産電気事業固定資産 1,999,234     2,103,484     104,250  △  社 債 839,800       899,800       60,000  △   
水 力 発 電 設 備 182,343       190,089       7,746  △    長 期 借 入 金 589,464       563,227       26,236      
汽 力 発 電 設 備 409,362       454,201       44,839  △   退 職 給 付 引 当 金 81,312        78,917        2,395       
原 子 力 発 電 設 備 82,995        86,976        3,981  △    使用済核燃料再処理引当金 99,372        90,397        8,975       
送 電 設 備 518,853       542,458       23,605  △   原子力発電施設解体引当金 42,203        42,203         -
変 電 設 備 208,601       217,552       8,951  △    日本国際博覧会出展引当金 81            42            39          
配 電 設 備 429,641       438,273       8,632  △    繰 延 税 金 負 債 2,859         1,946         913         
業 務 設 備 162,677       168,860       6,182  △    そ の 他 の 固 定 負 債 2,306         2,793         486  △      

その他の

電気事業固定資産 4,759         5,070         311  △      
流　動　負　債 419,634       524,106       104,472  △  

その他の固定資産 124,930       119,485       5,444       １ 年 以 内 に 期 限 到 来 の 固 定 負 債 152,550       182,462       29,911  △   
短 期 借 入 金 77,920        109,080       31,160  △   

固定資産仮勘定 130,770       138,914       8,144  △    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 27,899        30,178        2,278  △    

建設仮勘定及び 未 払 税 金 28,316        44,057        15,741  △   
除却仮勘定 130,770       138,914       8,144  △    繰 延 税 金 負 債  0 6             6  △        

そ の 他 の 流 動 負 債 132,947       158,321       25,373  △   
核　燃　料 117,166       117,860       694  △      

装荷核燃料及び 特別法上の引当金 711            - 711         
加工中等核燃料 117,166       117,860       694  △      渇 水 準 備 引 当 金 711            - 711         

投資その他の資産 211,621       198,838       12,782      
長 期 投 資 59,918        55,233        4,684       負 債 合 計 2,077,746     2,203,434     125,687  △  
繰 延 税 金 資 産 60,027        54,298        5,729       ( 少数株主持分 )

そ の 他 の 投 資 等 91,940        89,581        2,358       少 数 株 主 持 分 5,025         4,920         104         

貸倒引当金 (貸方) 264    △      274    △      10          

( 資本の部 )

流　動　資　産 128,639       136,591       7,951  △    資 本 金 185,527       185,527        -
現 金 及 び 預 金 23,836        24,372        536  △      資 本 剰 余 金 16,679        16,679         -
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 53,246        56,996        3,750  △    利 益 剰 余 金 427,158       402,970       24,187      
た な 卸 資 産 34,309        37,358        3,048  △    　その他有価証券評価差額金 11,810        9,170         2,640       
繰 延 税 金 資 産 8,618         7,764         854         　為 替 換 算 調 整 勘 定 3    △        16            20  △       
その他の流動資産 9,369         10,868        1,498  △    自 己 株 式 11,568    △   7,531    △    4,037  △    
貸倒引当金 (貸方) 741    △      768    △      26          

繰　延　資　産 14            13             0
その他の繰延資産 14            13             0

資 本 合 計 629,604       606,833       22,770      
合　　　　　　計 2,712,376     2,815,188     102,812  △  合　　　　　　計 2,712,376     2,815,188     102,812  △  

連　結　貸　借　対　照　表
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        (単位:百万円)

費　　用　　の　　部 収　　益　　の　　部

科　　　目

当連結会計年度

自平成15年4月 1日

至平成16年3月31日

前連結会計年度

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日
増　減 科　　　目

当連結会計年度

自平成15年4月 1日

至平成16年3月31日

前連結会計年度

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日
増　減

営　業　費　用 867,470        882,324        14,854 △   営　業　収　益 967,056        1,009,278      42,222 △   

電 気 事 業 営 業 費 用 804,551        832,274        27,722 △   電気事業営業収益 906,466        961,001        54,535 △   

その他 事業 営業 費用 62,918         50,050         12,868      その他事業営業収益 60,590         48,277         12,312      

営 業 利 益 (99,585) (126,954) (△  27,368)

営　業　外　費　用 48,476         66,537         18,061 △   営　業　外　収　益 12,753         7,921          4,832       

支 払 利 息 37,682         56,884         19,202 △   受 取 配 当 金 504            492            12          

その他 の営 業外 費用 10,793         9,652          1,140       受 取 利 息 114            116            2 △        

有 価 証 券 売 却 益 3,873           - 3,873       

持分法による投資利益 1,909          1,202          706         

その他の営業外収益 6,352          6,110          242         

915,946        948,862        32,916 △   979,809        1,017,200      37,390 △   

63,863         68,338         4,474 △    

711             - 711         

渇 水 準 備 金 引 当 711             - 711         

特　別　損　失  - 3,426          3,426 △    特　別　利　益 1,973          7,048          5,075 △    

　連結調整勘定一時償却額等  - 3,426          3,426 △    有 価 証 券 売 却 益  - 4,969          4,969 △    

持 分 変 動 利 益 1,973          2,079          105 △      

65,125         71,960         6,834 △    

30,689         33,157         2,467 △    

△   8,520 △   5,274 3,246 △    

68              - 68          

 - 51             51 △       

42,887         44,128         1,240 △    

少 数 株 主 持 分 利 益

少 数 株 主 持 分 損 失

当 期 純 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

税金等調整前当期純 利益

法人税，住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

連　結　損　益　計　算　書

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収益 合計

当 期 経 常 利 益
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        (単位:百万円)

科　　　目
当連結会計年度
自 平成15年4月 1日
至 平成16年3月31日

前連結会計年度
自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

増　減

 ( 資本剰余金の部 )

資　本　剰　余　金　期　首　残　高 16,679                     16,676                     3                   

資　本　剰　余　金　増　加　高  - 3                          3          △        

自 己 株 式 処 分 差 益  - 3                          3          △        

資　本　剰　余　金　期　末　残　高 16,679                     16,679                      -

 ( 利益剰余金の部 )

利　益　剰　余　金　期　首　残　高 402,970                    377,423                    25,547              

利　益　剰　余　金　増　加　高 42,887                     44,409                     1,521          △    

当 期 純 利 益 42,887                     44,128                     1,240          △    

持 分 法 適 用 会 社 増 加 に 伴 う 増 加高  - 280                        280          △      

利　益　剰　余　金　減　少　高 18,699                     18,862                     162          △      

配 当 金 18,282                     18,426                     144          △      

役 員 賞 与 220                        241                        21          △       

連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 減 少 高  - 193                        193          △      

持 分 法 適 用 会 社 増 加 に 伴 う 減 少高 196                         - 196                 

利　益　剰　余　金　期　末　残　高 427,158                    402,970                    24,187              

連　結　剰　余　金　計　算　書
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        (単位:百万円)

科　　　　　目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー　

　　　税金等調整前当期純利益 65,125                    71,960                    6,834          △         

　　　減価償却費 171,786                  173,648                  1,861          △         

　　　核燃料減損額 5,864                      8,127                      2,262          △         

　　　連結調整勘定一時償却額等  - 3,426                      3,426          △         

　　　固定資産除却損 9,319                      9,755                      436          △            

　　　退職給付引当金の増加額 2,395                      569                        1,826                      

　　　使用済核燃料再処理引当金の増加額 8,975                      7,354                      1,620                      

　　　原子力発電施設解体引当金の増加額  - 2,457                      2,457          △         

　　　渇水準備引当金の増加額 711                         - 711                        

　　　受取利息及び受取配当金 618          △            608          △            9          △               

　　　支払利息 37,682                    56,884                    19,202          △        

　　　有価証券売却益 3,873          △         4,969          △         1,096                      

　　　受取手形及び売掛金の減少額 3,207                      5,477                      2,269          △         

　　　たな卸資産の減少額 5,098                      4,479                      618                        

　　　支払手形及び買掛金の減少額 2,334          △         3,474          △         1,140                      

　　　その他 5,822                      2,703                      3,118                      

　　　　　　小　　　計 309,163                  337,792                  28,628          △        

　　　利息及び配当金の受取額 1,203                      1,260                      56          △              

　　　利息の支払額 39,090          △        58,277          △        19,187                    

　　　法人税等の支払額 44,799          △        11,232          △        33,566          △        

  営業活動によるキャッシュ・フロー 226,478                  269,543                  43,065          △        

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 101,092          △      127,829          △      26,737                    

　　　投融資による支出 2,582          △         9,859          △         7,276                      

　　　投融資の回収による収入 5,881                      8,576                      2,694          △         

　　　連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入  - 1,466                      1,466          △         

　　　その他 4,150                      4,772                      622          △            

  投資活動によるキャッシュ・フロー 93,643          △        122,874          △      29,230                    

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　社債の発行による収入 39,837                    59,764                    19,926          △        

　　　社債の償還による支出 107,125          △      135,000          △      27,875                    

　　　長期借入れによる収入 78,700                    39,303                    39,396                    

　　　長期借入金の返済による支出 75,215          △        97,313          △        22,098                    

　　　短期借入れによる収入 309,700                  378,105                  68,405          △        

　　　短期借入金の返済による支出 340,950          △      392,705          △      51,755                    

　　　コマーシャル・ペーパーの発行による収入 795,000                  683,000                  112,000                  

　　　コマーシャル・ペーパーの償還による支出 811,000          △      649,000          △      162,000          △      

　　　少数株主に対する株式の発行による収入 40                          72                          32          △              

　　　自己株式の取得による支出 3,998          △         11,152          △        7,154                      

　　　配当金の支払額 18,329          △        18,480          △        151                        

　　　少数株主への配当金の支払額 9          △               9          △                -

　　　その他  - 40                          40          △              

  財務活動によるキャッシュ・フロー 133,349          △      143,376          △      10,026                    

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 4          △                - 4          △               

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額 519          △            3,292                      3,812          △         

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 24,224                    20,326                    3,898                      

Ⅶ．連結子会社増加による現金及び現金同等物の増加額  - 605                        605          △            

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高 23,705                    24,224                    519          △            

当連結会計年度
自 平成15年 4月  1日
至 平成16年 3月31日

前連結会計年度
自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

増　減

連結キャッシュ・フロー計算書
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社数 ２４社 

   連結子会社名は，「企業集団の状況〔事業系統図〕」に記載している。 

   このうち，新規に設立した㈱エネルギア・エコ・マテリア，㈱エネルギア・ニューテック，㈱エネル

ギア介護サービス，㈱エネルギア人材ソリューションの４社は，当連結会計年度より連結子会社に含め

ている。 

   なお，中国情報システムサービス㈱と中国通信ネットワーク㈱は，平成15年7 月1日，中国情報シス

テムサービス㈱を存続会社として合併し，㈱エネルギア・コミュニケーションズに商号変更している。 

   連結の範囲から除外した非連結子会社（日電工業㈱ 他）は，その総資産，売上高，当期純損益及び利

益剰余金の規模等からみて，それぞれ連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり，かつ，全体としても

その影響に重要性がない。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社数 ２１社 

   持分法を適用する関連会社名及び非連結子会社名は，「企業集団の状況〔事業系統図〕」に記載して

いる。 

   このうち，株式譲受により関連会社となった㈱広島シティケーブルテレビ及び中電工業㈱（連結子会

社）の１００％子会社となった㈱電設コーテックの２社は，当連結会計年度より持分法適用会社に含め

ている。 

   持分法を適用していない関連会社（中国地下工業㈱ 他）は，それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金

に及ぼす影響が軽微であり，かつ，全体としてもその影響に重要性がない。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の決算日は，連結決算日と一致している。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

     満期保有目的債券 

       … 主として原価法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの 

       … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し，売却原価は主として移動平均法により算定し

ている。） 

      時価のないもの 

       … 主として移動平均法による原価法 
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   ② デリバティブ 

      時価法 

   ③ たな卸資産 

      主として総平均法による原価法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産 … 定率法 

    無形固定資産 … 定額法 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

     売掛債権等の貸倒損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権 

   等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。 

   ② 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため，当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見 

込額に基づき計上している。 

     過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１年） 

による定額法により費用処理している。 

     数理計算上の差異は，各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一 

定の年数（５年）による定額法により按分した額を，それぞれ発生の翌連結会計年度から費用 

処理している。 

   ③ 使用済核燃料再処理引当金 

     使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため，使用済核燃料再処理費の期末要支払額の 

６０％を計上する方法によっている。 

   ④ 原子力発電施設解体引当金 

     原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため，解体費の総見積額を基準とする額を原子 

力の発電実績に応じて計上する方法によっている。 

   ⑤ 渇水準備引当金 

     渇水による損失に備えるため，電気事業法第36条の規定により，「渇水準備引当金に関する 

 省令」（経済産業省令）に定める額を計上している。 

   ⑥ 日本国際博覧会出展引当金 

     日本国際博覧会への出展に要する費用に充てるため，当連結会計年度の負担とすべき額を計 

上している。 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

   いては，通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 
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（５）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

     為替予約等が付されている外貨建金銭債務については振当処理，金利スワップについては特 

    例処理，商品スワップについては繰延ヘッジ処理を採用している。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 … 金利，外国為替，商品等に係るスワップ取引等 

     ヘッジ対象 … 原則として当社グループの業務から発生する債権・債務 

   ③ ヘッジ方針 

     市場変動による損失回避あるいは費用の低減，収益・費用の安定を目的とするものに限って 

    行うこととし，売買益を目的とした投機的な取引は行わない。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

      振当処理を行っている為替予約等については，ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別，期日，  

    金額の同一性を確認し，有効性の判定に代えている。 

     金利スワップについては，金利スワップの特例処理の要件に該当すると判定し，有効性の判 

    定に代えている。 

     商品スワップについては，回帰分析等の統計的手法により事前テストを実施し，事後テスト 

    は期末ごとに比率分析を実施し，ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認している。 

 

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については，全面時価評価法によっている。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定の償却は，５年間で均等償却している。ただし，金額に重要性が乏しい場合には， 

発生した期に一時償却している。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は，連結会社の利益処分について，当連結会計年度に確定した利益処分に基づ 

いて作成している。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は，手許現金，随時引き出 

し可能な預金及び容易に換金可能であり，かつ，価値の変動について僅少なリスクしか負わない取 

得日から満期日または償還日までの期限が３ヶ月以内の短期投資からなる。 

 

 

－２１－ 



表示方法の変更 

 

（連結貸借対照表関係） 
   電気事業会計規則の改正に伴い，当連結会計年度から投資等を投資その他の資産に名称変更した。 

 

 

 

注記事項 
 
１．連結貸借対照表関係 

（１）有形固定資産の減価償却累計額            3,314,110百万円 

（２）保証債務                         131,250百万円 

社債の債務履行引受契約に係る偶発債務        109,123 百万円 

－２２－ 



２．セグメント情報関係

(１)事業の種類別セグメント情報

　　・当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日）

（単位：百万円）

電気事業 その他の事業 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　　売上高

 　　 (１)外部顧客に対する売上高 906,466 60,590 967,056 - 967,056 
 　　 (２)セグメント間の内部売上高

          又は振替高 2,691 88,968 91,659 (91,659) - 
計 909,157 149,558 1,058,716 (91,659) 967,056 

　　営業費用 809,782 150,465 960,248 (92,778) 867,470 

　　営業利益又は営業損失（△） 99,374 907 △      98,467 1,118 99,585 

Ⅱ資産，減価償却費及び資本的支出

　　資産 2,482,948 275,040 2,757,989 (45,613) 2,712,376 

　　減価償却費 156,469 16,891 173,360 (1,573) 171,786 

　　資本的支出 80,207 23,094 103,302 (4,893) 98,409 

　　・前連結会計年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

（単位：百万円）

電気事業 その他の事業 合　計 消去又は全社 連　結

Ⅰ売上高及び営業損益

　　売上高

 　　 (１)外部顧客に対する売上高 961,001 48,277 1,009,278 - 1,009,278 
 　　 (２)セグメント間の内部売上高

          又は振替高 1,559 90,114 91,674 (91,674) - 
計 962,561 138,391 1,100,953 (91,674) 1,009,278 

　　営業費用 836,601 138,476 975,077 (92,753) 882,324 

　　営業利益又は営業損失（△） 125,960 84 △       125,875 1,079 126,954 

Ⅱ資産，減価償却費及び資本的支出

　　資産 2,601,004 263,662 2,864,667 (49,478) 2,815,188 

　　減価償却費 166,821 8,560 175,382 (1,734) 173,648 

　　資本的支出 108,755 18,546 127,301 (2,441) 124,860 

　　 　(注)１.事業区分の方法

　　 　 　 　 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

　　 　 　 ２.各区分に属する主要な製品の名称等

事　業　区　分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動
　電気事業   電力供給
　その他の事業   資機材の製造販売，電力設備建設・修繕工事の請負，電気通信

  事業，情報処理・情報システム設計，不動産管理，火力発電所諸
  装置の運転受託，事務用機器等リース，電気温水器の販売，印刷・
  広告，ビジネス・生活支援事業，総合エネルギー供給事業，
  環境調和創生事業

(２)所在地別セグメント情報

　　・当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日），前連結会計年度（自 平成14年4月1日
　　　至 平成15年3月31日）

　　　　当社は本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため，該当事項はない。

(３)海外売上高

　　・当連結会計年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日），前連結会計年度（自 平成14年4月1日
　　　至 平成15年3月31日）

　　　　海外売上高が，連結売上高の10％未満のため，海外売上高の記載を省略している。

－２３－



３．リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

４．税効果会計関係
（単位：百万円）

（平成16年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　　退職給付引当金損金算入限度超過額 21,740

　　未実現利益の発生に係る調整 11,880

　　減価償却資産償却超過額 11,731

　　賞与等未払計上額 5,689

　　繰延資産償却超過額 5,366

　　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 4,742

　　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 4,287

　　その他 11,446

　繰延税金資産小計 76,885

　評価性引当額 2,710△     

　繰延税金資産合計 74,175

（繰延税金負債）

　　その他有価証券評価差額金 8,087△     

　　債権債務の相殺消去に伴う貸倒引当金の調整 48△        

　　その他 253△       

　繰延税金負債合計 8,388△     

　繰延税金資産の純額 65,786

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

　重要な差異があるときの，当該差異の原因となった主要な項目別

　の内訳

親会社の法定実効税率 36.15%

（調　整）

　親会社の税額控除による影響額 △     1.53%

　子会社の欠損による影響額 1.98%

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.48%

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △     0.22%

　持分変動利益 △     1.10%

　連結納税導入による影響額 △     1.40%

　その他 △     0.32%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.04%

３．平成16年度より連結納税制度を導入することに伴い，当連結会計

　年度から「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面

　の取扱い（その１，その２）」（実務対応報告第５号，第７号）に

　より，連結納税会社の個別財務諸表における法人税に係る税効果会

　計を実施している。

項　　　　　　　目 当連結会計年度

－２４－



５．有価証券関係

時価が連結貸借対照表計上額を

超えるもの

①

②

③

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

①

②

③

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

①

②

③

満期保有目的の債券

①

その他有価証券

①

②

債券

①

②

③

その他

         -          -          -

403        384        △   19 

そ の 他

小             計

合             計

非 上 場 株 式
（店頭売買株式を除く)

非 公 募 の 内 国 債 券

種　　類

１．満期保有目的の債券で時価のある
　もの

３．当連結会計年度中に売却したその
　他有価証券

４．時価評価されていない主な有価証
　券の内容及び連結貸借対照表計上額

２．その他有価証券で時価のあるもの

債 券

そ の 他

小             計

株 式

債 券

合             計

そ の 他

国 債 ・ 地 方 債 等

社 債

そ の 他

５．その他有価証券のうち満期がある
　もの及び満期保有目的の債券の今後
　の償還予定額

合             計

国 債 ・ 地 方 債 等

社 債

そ の 他

株 式

合             計

         -          -          -

         -          -          -

         -          -          -

         -          -          -

取得原価
連結貸借対照表

計 上 額
差　　　額

4,663      

19         

25,999     

20         

21,335     

1          

23         31         7          

4,706      26,051     21,344     

382        363        △   19 

21         21         △    0 

5,110      26,435     21,325     

3,873      0          

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

5,143      

　　　-

　　　-

27,951                             

連結貸借対照表計上額

　　　-

5       

１年以内
５年超
10年以内

5       

１年超
５年以内

　　　-

36      

　　　-

　　　-

36      

　　　-

　　　-

　　　-

10年超

　　　-

　　　-

　　　-

　　　-

　　　-

　　　-

　　　-

当連結会計年度
（平成16年3月31日現在）

前連結会計年度
（平成15年3月31日現在）

連結貸借対照表

計 上 額
時　　　価 差　　　額

連結貸借対照表

計 上 額
時　　　価 差　　　額

0          1          0          

         -          -          -

         -          -          -

0          1          0          

取得原価
連結貸借対照表

計 上 額
差　　　額

3,660      17,677     14,017     

38         39         0          

         -          -          -

3,699      17,717     14,017     

2,419      2,247      △   171 

37         35         △     1 

25         22         △     2 

2,482      2,305      △   176 

6,181      20,022     13,841     

連結貸借対照表計上額

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

5,273      4,959               -

1年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

1       　　　- 　　　- 　　　-

　　　- 　　　- 　　　-

35      40      　　　- 　　　-

（単位：百万円）

36      40      　　　- 　　　-

　　　- 　　　- 　　　- 　　　-

　　　-

28,372                             

26,583                             

1,368                              

26,617                             

1,755                              

　　　　　　　　 　　　　　　　　　- 0                                  

－２５－



６．デリバティブ取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

７．退職給付関係

　当社及び連結子会社は，確定給付型の制度として適格退職年金制 　当社及び連結子会社は，確定給付型の制度として適格退職年金制

度及び退職一時金制度を設けている。また，従業員の退職等に際し 度及び退職一時金制度を設けている。また，従業員の退職等に際し

て割増退職金を支払う場合がある。 て割増退職金を支払う場合がある。

　当社については，昭和59年より退職金制度の一部について適格退 　当社については，昭和59年より退職金制度の一部について適格退

職年金制度を採用していたが，社員の能力・成果をより適切に反映 職年金制度を採用している。

するとともに退職金・年金制度が企業会計に与える影響を緩和し，

制度を長期的かつ安定的に維持運営することを目的として，退職金

・年金制度にかかる規程改訂を平成16年３月に行い，平成16年４月

より次のとおり実施している。

・　現行の適格退職年金制度を市場金利の変動に柔軟に対応するこ

　とができる変動型金利の年金制度である混合型年金制度へ移行し

　した。これに関して，規程改訂を平成16年３月に行ったため，当

　連結会計年度の退職給付債務等は新制度を前提に計算している。

・　現行の退職一時金制度の一部を確定拠出年金制度と退職金前払

　い制度の選択制へ移行した。

① 退職給付債務 △　270,158 ① 退職給付債務 △　270,211

② 年金資産 168,306 ② 年金資産 138,495

③ 未積立退職給付債務［①+②］ △　101,852 ③ 未積立退職給付債務［①+②］ △　131,716

④ 未認識数理計算上の差異 32,634 ④ 未認識数理計算上の差異 56,795

⑤ 未認識過去勤務債務(債務の減額） △ 　11,646 ⑤ 未認識過去勤務債務(債務の減額） △　　　550

⑥ 連結貸借対照表計上額純額［③+④+⑤］ △ 　80,864 ⑥ 連結貸借対照表計上額純額［③+④+⑤］ △ 　75,470

⑦ 前払年金費用 448 ⑦ 前払年金費用 3,446

⑧ 退職給付引当金［⑥-⑦］ △ 　81,312 ⑧ 退職給付引当金［⑥-⑦］ △ 　78,917

（注）1.一部の子会社は，退職給付債務の算定にあたり簡便法を採 （注）1.一部の子会社は，退職給付債務の算定にあたり簡便法を採

　　　　用している。 　　　　用している。

　　　2.前払年金費用は，その他の流動資産又はその他の投資等に 　　　2.前払年金費用は，その他の流動資産又はその他の投資等に

　　　　含めて記載している。 　　　　含めて記載している。

① 勤務費用　　 10,307 ① 勤務費用 9,416

② 利息費用 5,912 ② 利息費用 6,336

③ 期待運用収益 △　　　706 ③ 期待運用収益 △　　　892

④ 数理計算上の差異の費用処理額 13,653 ④ 数理計算上の差異の費用処理額 8,359

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △　　1,566 ⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △　　　137

⑥ 退職給付費用［①+②+③+④+⑤］ 27,599 ⑥ 退職給付費用［①+②+③+④+⑤］ 23,083

⑦ 確定拠出年金制度と退職金前払い制度の選択制

への移行に伴う損失　　

合　　計［⑥+⑦］ 27,733

（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は，「① （注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は，「①

　　　　勤務費用」に計上している。 　　　　勤務費用」に計上している。

　　　2.上記退職給付費用以外に，割増退職金 1,404百万円支払っ 　　　2.上記退職給付費用以外に，割増退職金 1,780百万円支払っ

　　　　ており，営業費用として計上している。 　　　　ており，営業費用として計上している。

　　　3.確定拠出年金制度と退職金前払い制度の選択制への移行に

　　　　際し，「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企

　　　　業会計基準適用指針第１号）を適用し，終了損失の額を見

　　　　積計上している。

① 退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 ① 退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準

② 割引率 2.0% ② 割引率 2.2% 

（期首時点の計算に適用した割引率 2.2%） （期首時点の計算に適用した割引率 2.5%）

③ 期待運用収益率 0.5%～3.5% ③ 期待運用収益率 3.5%以下

④ 過去勤務債務の額の処理年数 1～5年（定額法） ④ 過去勤務債務の額の処理年数 1～5年（定額法）

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 5年（定額法） ⑤ 数理計算上の差異の処理年数 5年（定額法）

 ２．退職給付債務に関する事項（平成16年3月31日現在）

 １．採用している退職給付制度の概要

（単位：百万円）

 １．採用している退職給付制度の概要

 ２．退職給付債務に関する事項（平成15年3月31日現在）

当    連    結    会    計    年    度
（自 平成15年4月１日 至 平成16年3月31日）

前    連    結    会    計    年    度
（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月31日）

134

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 ３．退職給付費用に関する事項  ３．退職給付費用に関する事項

－２６－



平成 16年 3月期    　　個別財務諸表の概要 平成 16年 5月 19日

上   場   会   社   名       中国電力株式会社 上場取引所 　東　･ 大

コード番号       9504 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.energia.co.jp） 　広島県

代　　　表　　　者　　　　　　　取　締　役　社　長　　　　　　　白　倉　　茂　生

問合せ先責任者　　　　経理部マネージャー 　　三　宅　　正　裕 TEL (082) 241 - 0211

決算取締役会開催日　　    平成 16年 5月 19日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　    平成 16年 6月 29日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 (金額の表示 百万円未満切捨て)

　　　　売　　上　　高 　　　営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 912,812 △ 5.5 99,438 △ 21.3 61,194 △ 8.3
15年  3月期 965,499 △ 0.7 126,294 7.9 66,732 12.9

         　当 期 純 利 益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

株  主  資  本
当期純利益率

総   資　 本
経常利益率

売   上   高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 39,528 △ 13.5 107.62 - 7.5 2.4 6.7
15年  3月期 45,694 86.7 123.70 - 9.0 2.5 6.9
(注)①期中平均株式数 16年  3月期   366,180,873 株　　　15年  3月期   368,426,544 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (  年   間  ) 配 当  率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 50.00 25.00 25.00 18,290 46.5 3.4
15年  3月期 50.00 25.00 25.00 18,387 40.4 3.5

(3)財政状態
      　　　総  資  産       株  主  資　本        株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 2,518,788 538,392 21.4 1,475.78
15年  3月期 2,629,834 518,017 19.7 1,411.47
(注)①期末発行済株式数　16年  3月期    　364,738,634 株　15年  3月期    　366,921,574 株

 　  ②期末自己株式数　　 16年  3月期         6,316,625 株   15年  3月期         4,133,685 株　

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　　　　１株当たり年間配当金
中間 期末

億円 億円 億円 円　銭 円　銭 円　銭

中 間 期 4,600 420 270 25.00 － －
通　　 期 9,200 740 480 － 25.00 50.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   131円 60銭

 ※ 上記の予想の前提条件として、１７年３月期の販売電力量は、560億kWh程度（対前期伸び率 1.1％）と想定しています。

　　その他の前提条件等につきましては、13ページを参照してください。

配当性向

売上高 経常利益 当期純利益
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貸　借　対　照　表     

(単位：百万円)

資　　　産　　　の　　　部 負   債   及   び   資   本   の   部

科　　目

当期末

平成16年3月31日

現　在

前期末

平成15年3月31日

現　在

増 減 科　　目

当期末

平成16年3月31日

現　在

前期末

平成15年3月31日

現　在

増 減

固 定 資 産 2,431,498     2,535,383     103,885 △  固 定 負 債 1,603,326     1,638,451     35,125 △   

 電気事業固定資産電気事業固定資産 2,041,339     2,145,778     104,438 △  社 債 840,000       900,000       60,000 △   

水 力 発 電 設 備 183,862       191,619       7,756 △    長 期 借 入 金 548,717       534,667       14,050      

汽 力 発 電 設 備 412,460       457,612       45,151 △   長 期 未 払 債 務 1,084         1,334         250 △      

原 子 力 発 電 設 備 83,286        87,270        3,983 △    関 係 会 社 長 期 債 務 21            27            5 △        

内 燃 力 発 電 設 備 3,113         3,420         307 △      退 職 給 付 引 当 金 71,830        69,773        2,056       

送 電 設 備 523,985       547,574       23,589 △   使用済核燃料再処理引当金 99,372        90,397        8,975       

変 電 設 備 215,564       225,040       9,475 △    原子力発電施設解体引当金 42,203        42,203         -

配 電 設 備 452,462       460,600       8,137 △    日本国際博覧会出展引当金 81            42            39          

業 務 設 備 164,897       170,925       6,028 △    雑 固 定 負 債 13            5             8           

休 止 設 備 1,705         1,715         9 △        

流 動 負 債 376,358       473,365       97,007 △   

附帯事業固定資産 2,853         2,000         853         
145,939       174,109       28,170 △   

短 期 借 入 金 65,950        90,450        24,500 △   

 事業外固定資産事業外固定資産 6,778         6,806         27 △       コ マ ー シャ ル ･ ペー パー 60,000        78,000        18,000 △   

買 掛 金 19,117        21,162        2,045 △    

固定資産仮勘定 129,747       137,223       7,476 △    未 払 金 5,613         7,904         2,291 △    

建 設 仮 勘 定 129,261       136,738       7,476 △    未 払 費 用 35,694        38,589        2,895 △    

除 却 仮 勘 定 485           484           0 未 払 税 金 25,844        42,036        16,192 △   

預 り 金 680           641           38          

核　燃　料 117,166       117,860       694 △      関 係 会 社 短 期 債 務 16,150        16,648        497 △      

装 荷 核 燃 料 19,371        15,275        4,096       諸 前 受 金 1,194         2,517         1,322 △    

加 工 中 等 核 燃 料 97,794        102,585       4,790 △    雑 流 動 負 債 173           1,305         1,131 △    

投資その他の資産 133,613       125,714       7,898       特 別 法 上 の 引 当 金 711            - 711         

長 期 投 資 50,356        47,600        2,756       渇 水 準 備 引 当 金 711            - 711         

関 係 会 社 長 期 投 資 38,391        38,328        62          

長 期 前 払 費 用 973           1,403         430 △       負  債  合　計 1,980,396     2,111,816     131,420 △  

繰 延 税 金 資 産 43,961        38,496        5,464       資　　本　　金 185,527       185,527        -

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 ) 69 △         113 △        44          

資 本 剰 余 金 16,679        16,679         -

流　動　資　産 87,290        94,450        7,159 △    資 本 準 備 金 16,676        16,676         -

現 金 及 び 預 金 10,065        10,612        546 △      そ の 他 資 本 剰 余 金 3             3              -

売 掛 金 39,948        41,802        1,854 △    自 己 株 式 処 分 差 益 3             3              -

諸 未 収 入 金 1,603         1,928         324 △      

貯 蔵 品 22,207        25,863        3,655 △    利 益 剰 余 金 338,264       317,201       21,063      

前 払 費 用 2,921         3,738         816 △      利 益 準 備 金 46,381        46,381         -

関 係 会 社 短 期 債 権 2,935         2,758         176         任 意 積 立 金 209,515       182,513       27,002      

繰 延 税 金 資 産 6,822         6,658         164         海 外 投資 等損 失準 備金 15            13            2           

雑 流 動 資 産 1,415         1,728         312 △      57,000        57,000         -

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 ) 631 △        640 △        9           152,500       125,500       27,000      
当 期 未 処 分 利 益 82,367        88,306        5,939 △    

その他有価証券評価差額金 9,029         5,719         3,310       

自  己  株  式 11,109 △     7,110 △      3,998 △    

 資  本  合　計 538,392       518,017       20,375      

合　　　　計 2,518,788     2,629,834     111,045 △  合　　　　計 2,518,788     2,629,834     111,045 △  

１ 年 以 内 に 期 限 到 来

の 固 定 負 債

別 途 積 立 金

自 己 株 式 処 分 差 益

原 価 変 動 調 整 積 立 金

海 外 投資 等損 失準 備金
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損  益  計  算  書

        (単位:百万円)

費　　用　　の　　部 収　　益　　の　　部

科　　　目
当期

自平成15年4月 1日

至平成16年3月31日

前期
自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日

増 減 科　　　目
当期

自平成15年4月 1日

至平成16年3月31日

前期
自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日

増 減

（経常費用の部）　 （経常収益の部）　

営業費用 813,374        839,205        25,831 △   営業収益 912,812        965,499        52,686 △    

 電気事業営業費用 809,782        836,601        26,818 △    電気事業営業収益 909,157        962,561        53,403 △    

水 力 発 電 費 28,238         29,175         937 △      電 灯 料 348,859        364,701        15,842 △    

汽 力 発 電 費 193,737        220,910        27,172 △   電 力 料 505,015        524,920        19,905 △    

原 子 力 発 電 費 64,706         54,978         9,728       地 帯 間 販 売 電 力 料 31,798         50,111         18,312 △    

内 燃 力 発 電 費 2,025          2,123          98 △       他 社 販 売 電 力 料 10,789         10,043         746          

地 帯 間 購 入 電 力 料 923            776            147         託 送 収 益 2,606          3,312          705 △       

他 社 購 入 電 力 料 133,564        140,719        7,154 △    電 気 事 業 雑 収 益 10,087         9,472          615          

送 電 費 60,431         63,457         3,026 △    

変 電 費 36,723         38,607         1,883 △    

配 電 費 94,869         99,657         4,787 △    

販 売 費 38,453         38,724         270 △      

休 止 設 備 費 234            216            17          

一 般 管 理 費 120,852        111,044        9,807       

電 源 開 発 促 進 税 24,971         25,577         606 △      

事 業 税 10,135         10,710         575 △      

電 力費 振替 勘定 ( 貸 方 ) 85 △         78 △         7 △        

 附帯事業営業費用 3,591          2,604          987          附帯事業営業収益 3,655          2,938          717          

熱 供 給 事 業 営 業 費 用 383            417            33 △       熱 供 給 事 業 営 業 収 益 475            490            15 △        

Ｌ Ｎ Ｇ 供 給 事 業 営 業 費 用 2,362          1,680          682         Ｌ Ｎ Ｇ 供 給 事 業 営 業 収益 2,337          1,774          563          

設備等リース事業営業費用 384            344            39          設備等リース事業営業収益 515            510            4            

石 炭 販 売 事 業 営 業 費 用 311             - 311         石 炭 販 売 事 業 営 業 収 益 313             - 313          

そ の 他 附 帯 事 業 営 業 費 用 149            161            11 △       そ の 他 附 帯 事 業 営 業 収益 13             162            148 △       

 営  業  利  益 (99,438) (126,294) (△26,855)

営業外費用 47,318         65,973         18,655 △   営業外収益 9,074          6,412          2,661        

 財   務   費   用 36,933         56,881         19,948 △    財   務   収   益 1,036          1,156          120 △       

支 払 利 息 36,771         56,646         19,875 △   受 取 配 当 金 954            1,068          114 △       

社 債 発 行 費 償 却 162            235            73 △       受 取 利 息 82             87             5 △         

 事  業  外  費  用 10,384         9,092          1,292        事  業  外  収　益 8,037          5,255          2,781        

固 定 資 産 売 却 損 1,016          361            654         固 定 資 産 売 却 益 152            161            9 △         

雑 損 失 9,368          8,730          637         雑 収 益 7,885          5,094          2,790        

860,692        905,179        44,486 △   921,886        971,911        50,025 △    

 当 期 経 常 利 益 61,194         66,732         5,538 △    

渇水準備金引当又は取崩し 711             - 711         

渇 水 準 備 金 引 当 711             - 711         

（特別利益の部）

特別利益  - 4,947          4,947 △     

有 価 証 券 売 却 益  - 4,947          4,947 △     

 税 引 前 当 期 純 利 益 60,482         71,680         11,197 △   

 法 人 税 及 び 住 民 税 28,457         31,367         2,909 △     

 法 人 税 等 調 整 額 7,503 △       5,381 △       2,121 △    

39,528         45,694         6,165 △     

52,010         51,825         184         

9,172          9,214          42 △       

82,367         88,306         5,939 △    

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期 経 常 収 益 合 計当 期 経 常 費 用 合 計

中 間 配 当 額
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利 益 処 分 案 
（単位：百万円） 

 当  期 前  期 

 当 期 未 処 分 利 益 82,367  88,306  

 海外投資等損失準備金取崩し －  3  

計 82,367  88,310  

 上記金額を次のとおり処分する。   

 配 当 金 9,118  9,173  

 
(1 株につき 25 円) (1 株につき 25 円) 

 役 員 賞 与 金 120  120  
（ う ち 監 査 役 分 ） （23） （24） 

 海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 6  6  

 別 途 積 立 金 21,000  27,000  

 次 期 繰 越 利 益 52,122  52,010  
   

(注)平成15年12月10日 9,172百万円(1株につき25円)の中間配当を実施した。 

 

項           目 



重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

･･･原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

･･･移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

･･･決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し， 

売却原価は移動平均法により算定している。） 

時価のないもの 

･･･移動平均法による原価法 
 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準･･･原価法 

評価方法 

貯蔵品のうち 

石炭，燃料油，ガス及び一般貯蔵品 

･･･総平均法 

特殊品 

･･･個別法 
 

３．固定資産の減価償却の方法 

   償却方法 

有形固定資産･･･定率法 

無形固定資産･･･定額法 

    耐用年数 

     法人税法に定める耐用年数 
 

４．引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金は，従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務及び年金資産 

の見込額に基づき計上している。 

(2) 使用済核燃料再処理引当金は，使用済核燃料再処理費の期末要支払額の 60％を計上する方法に

よっている。 

(3) 原子力発電施設解体引当金は，原子力発電施設解体費の総見積額を基準とする額を原子力の

発電実績に応じて計上する方法によっている。 
 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 
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表示方法の変更 
 

（貸借対照表関係） 

電気事業会計規則の改正に伴い，当期から投資等を投資その他の資産に名称変更した。 

（損益計算書関係） 
前期において，附帯事業営業収益のその他附帯事業営業収益及び附帯事業営業費用のその他附帯

事業営業費用に含めて表示していた石炭販売事業営業収益及び石炭販売事業営業費用は，金額が多

額となったため，当期より区分掲記した。 

なお，前期のその他附帯事業営業収益及びその他附帯事業営業費用に含まれている当該金額は，

それぞれ152 百万円，151 百万円である。 

 

 

注記事項 
 

１．貸借対照表関係 

（１）有形固定資産の減価償却累計額           3,272,597 百万円 

（２）保証債務                       152,111 百万円 

   社債の債務履行引受契約に係る偶発債務        109,123 百万円 
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２．リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

３．有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

区 分
貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額

子 会 社 株 式  -  -  -  -  -  -

関 連 会 社 株 式 2,492        47,503       45,011       2,492        26,323       23,830       

合 計 2,492        47,503       45,011       2,492        26,323       23,830       

４．税効果会計関係

（単位：百万円）

当      期
（平成16年3月31日現在）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 18,702       

　　　減価償却資産償却超過額 10,858       

　　　繰延資産償却超過額 5,255        

　　　使用済核燃料再処理引当金損金算入限度超過額 4,742        

　　　原子力発電施設解体引当金損金算入限度超過額 4,287        

　　　賞与等未払計上額 4,122        

　　　その他 8,069        

　　繰延税金資産合計 56,038       

　（繰延税金負債）

　　　その他有価証券評価差額金 5,112 △     

　　　その他 142 △       

　　繰延税金負債合計 5,254 △     

　　繰延税金資産の純額
50,783       

当 期 （平成１６年３月３１日現在） 前 期 （平成１５年３月３１日現在）

項           目

－３３－



収　 支 　比 　較 　表

（単位：億円）

　 当  期 前  期 増　減 対前期比
Ａ Ｂ Ａ-Ｂ A/B (%)

電   灯   料 3,488       3,647     158 △    95.7      

電   力   料 5,050       5,249     199 △    96.2      

小　計 8,538       8,896     357 △    96.0      

地帯間・他社販売電力料ほか 589         758       169 △    77.7      

計 9,128       9,654     526 △    94.5      

そ　　の　　他 90          64        26        141.5     

合　　　　計 9,218       9,719     500 △    94.9      

人　 　　件　　 　費 1,320       1,276     43        103.4     

原 燃　　 　料　 　　費 1,000       1,104     104 △    90.6      

料 地帯間・他社購入電力料 1,344       1,414     70 △     95.0      

費 計 2,345       2,519     174 △    93.1      

修       繕       費 862         868       5 △      99.3      

1,564       1,668     103 △    93.8      

支  　払  　利　  息 367         566       198 △    64.9      

そ       の       他 2,145       2,151     6 △      99.7      

合　　　　計 8,606       9,051     444 △    95.1      

611         667       55 △     91.7      

7           － 7         －

－ 49        49 △     －

284         313       29 △     90.7      

75 △       53 △     21 △     139.4     

395         456       61 △     86.5      

項　　　　　　目

営

業

収

益

料

金

収

入

経

常

収

益

減 価 償 却 費

経 常 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

経

常

費

用

特 別 利 益

渇 水 準 備 金 引 当

－３４－
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